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平成11年10月19日

意  見  書

電気通信審議会

電気通信事業部会長殿

              郵便番号 530-6691

                                            おおさかし きたく なかのしま ６ちょうめ２ばん２７ごう

                                       住 所  大阪市北区中之島６丁目2番２７号

                                               おおさかめでぃあぽーとかぶしきかいしゃ

                                        氏 名  大阪メディアポート株式会社

                                                               おおどい    さだお

                                               代表取締役社長  大土井 貞夫

  平成１１年9月２１日付け郵通議第６７号で公示された「接続料算定の在り方について」に関し、別紙の通り意見を提出します。

別  紙

｢接続料算定の在り方について｣に関する意見

  先般の「長期増分費用モデル研究会」報告書において提案されている長期増分費用の技術モデルに基づき、接続料算定の議論が行われることを希望します。従って、この研究会モデルの意義と限界を十分留意の上、長期増分費用方式導入の目的である競争の促進、非効率の排除を徹底し、接続料の更なる低廉化を目指した議論をお願いしたいと思います。

1． NTTがユーザーから徴収している付加機能使用料の加入者交換機能からの控除について

現行接続約款においては、便宜的に、ユーザーからNTT東西両社が付加機能使用料として徴収した収入額をそのまま公正報酬込みの原価と同額と見做して年間費用から控除し、残額を接続料原価としている所謂収入同額控除を実施しています。これにより、ユーザーと接続事業者からの二重取りを回避しています。

従って、長期増分費用方式を用いた接続料算定にあたっても、研究会モデルで採用されている交換機に相応の付加機能が包含されているということであれば，二重取り回避のために、交換機等の費用から付加機能コストを控除することが必要であります。控除額の水準については、収入同額を基本とし、研究会モデルで想定されている付加機能コストとあまりにも乖離している場合は、補正を行うことも必要と考えます。いずれにしても、先日、長期増分費用モデル研究会から報告された算出結果より、更なる接続料の低廉化を図れる可能性があると考えます。

2． 施設設置負担金の圧縮記帳額の端末回線費用からの控除について

  現在、NTT東西両社は、加入者回線原価を、加入時一時払いの施設設置負担金及び月額の基本料で回収しています。また、現行接続約款においては、圧縮記帳済の資産額に基づいて減価償却費が計上されており、レートベースの計算にも圧縮記帳済の資産額が用いられています。

  従って、長期増分費用方式を用いた接続料算定にあたっても、研究会モデルにおける加入者回線費用から一時払いの施設設置負担金の回収(圧縮記帳処理済)を考慮すべきであります。その場合には、き線点ＲＴを端末回線コストに配賦したケースにおいても、現行基本料の値上げにはならないような料金設定も可能ではないかと考えます。また、ISDNについて、INSライトでは、施設設置負担金72,000円の代わりに月額640円を徴収しています。この分を考慮しますと、き線点ＲＴを端末回線コストに配賦したケースにおいても、現行基本料の値上げにはならない料金設定もあり得ると考えます。

以   上






















